



















































































ンケート調査票は資料１を参照のこと）。調査期間は，2019 年 11 月 6 日～ 11 月 20 日で，有効回答数
は 142 社 4）（回収率 70％）であった。
4.2　企業への訪問調査




　142 社の業種は製造業が 130 社（90.3％）で大多数を占めた（図 1）。従業員数は 300 人未満の中小企
業が 88 社（62.0％），300 人以上の大企業が 34 社（23.9％）であり，中小企業数が大企業数を大きく上
回っている（図 2）。
　外国人労働者の在籍する企業は 142 社のうち 69 社（48.6％）で，ほぼ半数であった（図 3）。69 社の
業種別内訳は製造業が 66 社（95.7％）である。従業員数別内訳は，300 人未満の中小企業が 37 社（53.6％）
であり， 142 社の結果と同様の割合となっている。厚生労働省のデータ 5）では，産業別外国人雇用事業
所の割合は製造業が 49,385 か所（21.4％）で最も高くなっている。厚生労働省富山労働局のデータでも，
製造業が 720 か所（49.9％）であったことから，富山県は全国的に見ても，製造業の割合が高いことが
図 1 調査対象企業の業種 図 2 調査対象企業の従業員数 







































同様に 30 人未満が 1,111 か所（57.7％）と最も高くなっているが，本調査では外国人労働者が在籍す




続く，技術・人文知識・国際業務が 49 人（5.3％）となっており，他を大きく引き離している（図 4）。
厚生労働省富山労働局のデータでは，技能実習は 6,209 人（52.4％）であり，本調査での割合が高いこ
とがわかる。
　また，国籍はベトナム人が 429 人（46.6％）で最も多く，次いで，中国人が 194 人（21.1％），フィ
リピン人が 167 人（18.1％）であった（図 5）。厚生労働省の同データでは，中国人（香港等を含む）
が 418,327 人（25.2％），ベトナム人が 401,326 人（24.2％）とほぼ同じ割合で，フィリピン人が 179,685
人（10.8％）となっている。ただし，技能実習生に限定すると，法務省のデータ 7）では，ベトナム人




　外国人労働者 921 人のうち，日本語教育を必要とする者は 718 人（78.0％）であった（図 6）。日本
語レベルは 528 人（73.5％）が初級で，88 人（12.3％）が未習であり（図 7），日本語指導が必要であ
ることが窺える。
　外国人労働者が在籍する 69 社に仕事をする上での必要な日本語能力について「話す」「聞く」「読む」
「書く」の４技能別にたずねたが，聞く能力は 50 社（72.5％），話す能力は 38 社（55.1％），読む能力
















































　しかし，企業は外国人労働者に対し日本語能力を期待しながらも，69 社中 44 社（63.8％）は日本語
教育を実施していないことが明らかとなった（図 12）。事業主にも日本語教育を実施する責務があるこ
とを明記した「日本語教育の推進に関する法律」に相反する結果である。首都圏，関西圏の企業を調







見られた。社内実施の企業 15 社を詳細に見ると，大企業（社員 300 人以上）は 5 社，中小企業（社員








図 13　富山大学の日本語講座の受講希望 8） 図 14　公開講座の開催場所の希望（複数回答）
－ 7－
　富山大学での日本語講座を開講した場合，受講希望するかを聞いたところ，69 社のうち 41 社（59.4％）
が希望すると回答した（図 13）。その中で有料でも希望する企業は 12 社（16.9％）あり，日本語教育
を実施したいが，人材やノウハウを持たないことが推測される。また，日本語講座の受講を希望しな


























































＜ https://jsite.mhlw.go.jp/toyama-roudoukyoku/content/contents/000593169.pdf ＞（2020 年 10 月 28 日）
2) 富山県ホームページ「富山県外国人材活躍・多文化共生推進プラン」
　　＜ http://www.pref.toyama.jp/cms_sec/1018/kj00020882.html ＞（2020 年 10 月 28 日）
3) 富山県ホームページ「外国人材雇用日本語研修等支援補助金のご案内」
　　＜ http://www.pref.toyama.jp/cms_sec/1303/kj00021913.html ＞（2020 年 10 月 28 日）
4) 有効回答の企業の所在地は富山市が 113 社，射水市が 28 社，高岡市が 1社であった。
5) 厚生労働省のデータ「『外国人雇用状況』の届出状況まとめ【本文】（令和元年年 10 月末現在）」
　　＜ https://www.mhlw.go.jp/content/11655000/000590310.pdf ＞（2020 年 10 月 28 日）
6) 1 社が在留資格の内訳を 1人分多く記入したため，合計で 922 人となっている。
7) 法務省のデータ「令和元年末現在における在留外国人数について（公表資料）」
　　＜ http://www.moj.go.jp/nyuukokukanri/kouhou/nyuukokukanri04_00003.html ＞（2020 年 10 月 28 日）
8) 2 社が「有料でも希望」と「無料なら希望」の両方を選択したため，合計で 71 社となっている。
参考文献
⑴ 荒島和子・吉川夏渚子（2019）「外国人技能実習制度における監理団体での日本語教育の役割―ある監理



























中国 人 技能実習 人
ベトナム 人 技術・人文知識・国際業務 人
フィリピン 人 技能 人
ブラジル 人 特定技能 人
ネパール 人 その他（　　　　　　　　） 人
韓国 人 その他（　　　　　　　　） 人










初級レベル（日本語能力試験N4～ N5 程度） 人
中級レベル（日本語能力試験N3程度） 人
上級レベル（日本語能力試験N1～ N2 程度） 人
２．御社で仕事をする上で、日本語能力はどの程度必要ですか。
　　当てはまる□に✓を入れてください。
　　◆ 話す能力　　□かなり必要　　□少し必要　　□あまり必要ない　　□全く必要ない
　　◆ 聞く能力　　□かなり必要　　□少し必要　　□あまり必要ない　　□全く必要ない
　　◆ 読む能力　　□かなり必要　　□少し必要　　□あまり必要ない　　□全く必要ない
　　◆ 書く能力　　□かなり必要　　□少し必要　　□あまり必要ない　　□全く必要ない
３．御社において日本語教育はどのように実施されていますか。
　　当てはまる□すべてに✓を入れ、実施している部署、組織名、実施時間をご記入ください。
　　□社内で日本語教育を実施している　　　担当部署名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１か月に　　　　　時間程度
　　□外部に委託している　　　　　　委託団体・組織名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１か月に　　　　　時間程度
　　□地域の日本語教室に参加させている　　　　教室名　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１か月に　　　　　時間程度
　　□特に日本語は指導していない
４．富山大学が外国人労働者向け日本語講座を開講した場合、受講を希望されますか。
　　当てはまる□に✓を入れてください。
　　□有料でも希望する　　□無料なら希望する　　□希望しない
　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
５．上の質問で日本語講座を希望される場合、開講場所はどこがよろしいですか。
　　当てはまる□すべてに✓を入れてください。
　　　　□富山大学五福キャンパス　　□富山駅周辺　　□その他（　　　　　　　　　）
　　　
アンケートへのご協力、まことにありがとうございました。
差し支えなければ、ご担当者名、ご連絡先をご記入くださるようお願いいたします。
　　ご担当者の部署・お名前　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　ご連絡先メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　ご連絡先電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
